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　　　　　　　　　　　　　集合契約による

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第15条に基づく

　　　　　　　　　　　調査に関する事務契約書

　行政検査（PCR検査又は抗原検査）の実施に係る診療報酬の算定要件に該当

する場合において、受診者の自己負担の軽減のための措置に関する事務につい

て、三重県知事（以下「甲」という。）と行政検査（PCR検査又は抗原検査）

の実施を希望する別紙記載の医療機関（以下、各医療機関を個別に「乙」とい

う。）及び乙から行政検査の委託契約に関する権限の委任を受けた公益社団法

人三重県医師会（以下「丙」という。）は次の通り契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。なお、本委託契約書は「新型コロナウイルス感染症に係る

行政検査の取扱いについて」（令和2年3月4日健感発0304第5号厚生労

働省健康局結核感染症課長通知。以下「行政検査通知」という。）が改正され

た場合には、本契約の当事者間で別途合意する場合を除き、当該通知の改正に

基づく見直しがされたものとみなすものとする。

　第一条　甲は、乙がPCR検査（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）核酸検

　　出」に係る診療報酬の算定要件に該当する場合に限る。）又は抗原検査

　　（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）抗原検出」に係る診療報酬の算定要

　　件に該当する場合に限る。）を行った場合に、受診者のPCR検査料（「SARS－

　　CoV－2（新型コロナウイルス）核酸検出」）及び検体検査判断料のうち微生物

　　学的検査判断料（初再診料などは含まない。）に係る自己負担に相当する金

　　額又は抗原検査料（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）抗原検出」）及び

　　検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料（初再診料などは含まない。）に

　　　　　係る自己負担に相当する金額の補助を行うものとする。

　　　　第二条　甲、乙の金銭の授受は、社会保険診療報酬支払基金又は三重県国民健

　　　　　康保険団体連合会を介して行うこととする。

　　　　第三条　乙は、PCR検査（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）核酸検出」に

　　　　　係る診療報酬の算定要件に該当する場合に限る。）又は抗原検査（「SARS－

　　　　　CoV－2（新型コロナウイルス）抗原検出」に係る診療報酬の算定要件に該当

　　　　　する場合に限る。）を実施した場合には、甲に報告することとする。なお、

　　　　　当該報告は、やむを得ない事情がある場合を除き、「「診療・検査医療機関

　　，㌶笥　（仮称）」等における「新型コロナウイルス感染症指定医療機関等情報支援
t”・　tt　　　　　　　1

　　　　・」システム（G－MIS）」を用いた受診者数等の報告について」（令和2年10月9

　　　ζ1：1日付け事務連絡）を参照し、感染症指定医療機関等が「新型コロナウイルス

きご叉：　・J’・’’”‘！感染症医療機関等情報支援システム」（以下、G－MISという。）に入力するこ
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　とにより行うこと。この場合において、感染症指定医療機関等は、新型コロ

　ナウイルス検査実施（検体採取）総人数、その内数として無症状者の希望に

　基づく検査数・PCR検査実施人数・抗原定量検査実施人数・抗原定性検査

　（簡易キット）実施人数、PCR検査実施人数の内数として自院で検査分析を

　行った者の人数をG－MISに入力すること。また、甲は、乙からの請求内容に

　ついて疑義がある場合には、乙に対して必要な書類の提出等を求めることが

　できる。

第四条　乙は、本補助事業の対象に係る受診者に対して、PCR検査料

　（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）核酸検出」）及び検体検査判断料の

　うち微生物学的検査判断料（初再診料などは含まない。）に係る金額又は抗

　原検査料（「SARS－CoV－2（新型コロナウイルス）抗原検出」）及び検体検査

　判断料のうち免疫学的検査判断料（初再診料などは含まない。）に係る金額

　について、医療保険各法の規定による医療又は高齢者の医療の確保に関する

　法律（昭和57年法律第80号）の規定による医療に要する費用の額の算定方

　法の例により算定した当該医療に要する費用の額の合計額から医療保険各法

　又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医療に関する給付に関し

　保険者が負担すべき額を控除した額に係る受診者の自己負担額（他の公費負

　担医療との適用順については、感染症法第37条に基づく公費負担医療と同

　様の取扱いとする。なお、同条に基づく公費負担医療と当該補助事業につい

　ては、同条に基づく公費負担医療の適用を優先する。）を受診者に支給する

　ものとする。その際、受診者の自己負担額と相殺することも差し支えないも

　のとする。

第五条　乙は、PCR検査又は抗原検査を実施するに当たり、適切な感染対策の

　実施など、行政検査通知（その後の改正を含む。）に規定された「帰国者・

　接触者外来及び帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医療機関として都

　道府県等が認めた医療機関」として新型コロナウイルス感染症に係る検査を

　実施するための要件を遵守する。甲は、乙が本条に違反した場合、又は、本

　条に規定する要件を満たしている旨の契約締結時の乙の表明が虚偽若しくは

　不正確である場合には、直ちに乙との間の本契約を解約又は解除し、別紙の

　　「実施医療機関一覧表」を修正することができる。その場合には、甲は修正

　した別紙の「実施医療機関一覧表」を丙に通知する。

第六条　丙は、乙から、行政検査の委託契約に関する権限の委任を受けるに当

　たり、乙が前条に規定する適切な感染対策が講じられていること等の要件を

　満たしている旨を表明していることを確認する。また、本契約が締結された

　ことをもって、丙が甲に対して乙による上記の表明を伝達したものとみなさ

　れるものとする。

2

第七条　丙は、本委託契約締結後に新たに他の医療機関から本契約の締結につ

　いて委任を受けた場合、又は、乙から本契約を解約する旨の申し出を受けた

　場合は、別紙の「実施医療機関一覧表」を修正し、甲に通知するものとす

　る。この場合には、甲が別段の異議を述べない限り、当該通知がされた日を

　もって、別紙の「実施医療機関一覧表」の変更の効力が生じ、当該変更の対

　象である医療機関との間で本契約の締結又は解約の効力が生じるものとす

　る。

第八条本契約の契約期間は、令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　本契約の締結を証するため本書2通を作成し双方署名捺印の上各々1通を所

持するものとする。

令和3年4月1日

甲（住所）

　（名称）

　（代表者）

乙代理人（住所）

　　（丙）（名称）

　　　　（代表者）

三重県津市桜橋二丁目191－4
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